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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

 1,361,226  596,738  20,580  84,120  3,768  -  19,905  468,365  764,488 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3万
円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○
物価高騰対策支援・定額減
税不足額給付事業

Ⅱ．物価高の克服  87,888  87,888  -  84,120  3,768  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4,531世帯×30千
円、子ども加算　130人×20千円、、定額減税を補足する給
付（うち不足額給付）の対象者　4,562人　(95,990千円）　　
のうちR7計画分
事務費　3,768千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4,531世帯）、定額減税
を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（4,562人）

R6.12 R7.12 対象世帯に対して令和7年8月までに支給
を開始する R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の給
付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○

北秋田市プレミアム付応援チ
ケット事業（R7国補正）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  431,660  150,917  150,917  280,743 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰が続いていること
から、食料品を含む幅広い用途へ活用可能な北秋田市応援
チケットを発行し、市民生活の経済的負担の軽減を図るとと
もに、消費の下支えの取組により地域経済の活性化へつな
げる。
②委託料
③≪委託料431,660千円≫
・事務費23,660千円
・事業費（チケット換金経費　7,500円×27,200人×２セット）
＝408,000千円
※7,500円分のチケットを5,000円で販売（プレミアム分50%）
チケット販売収入：5,000円×27,200人×２セット＝272,000千
円
※総事業費のうちC欄（その他）272,000千円をチケット販売
収入、8,743千円を一般財源
④北秋田市民

R8.3 R8.3

5,000円で7,500円分の買い物ができるプ
レミアム付応援チケットを、全市民（27,200
人）に2セットが行き渡る数量を販売し、物
価高騰による家計の負担を緩和するとと
もに、地域経済の活性化を図る。

R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合
は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列
で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以
降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○
北秋田市宿泊事業者等支援
事業（R6国補正）

Ⅱ．物価高の克服  24,437  20,580  20,580  3,857 

①宿泊者へ地域クーポン券を配布することにより、市内宿泊
需要の喚起とクーポン利用による地域経済の活性化に繋
げ、市内の宿泊事業者等の物価高騰に対する影響を緩和す
る。
②委託料
③≪委託料24,436,630円≫
・クーポン券換金費用　1,000×20,000枚＝20,000,000円
・事務費　4,033,300円×1.10＝4,436,630円
※総事業費のうちC欄（その他）3,857千円を一般財源
④市内で事業を行う宿泊施設事業者

R7.4 R7.9

昨年度の6・7月の市内宿泊者数である約
8,000人から2,000人増となる10,000人を
目標とし、宿泊事業者の売上増及びクー
ポン利用による地域経済の活性化を図
る。

R7補正（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○
介護保険施設等物価高騰対
策事業（食材料費）

米国関税措置  11,273  5,489  5,489  5,784 

①物価高騰等の影響を受けている介護保険施設等の負担
軽減を図るため、食材料費の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金11,273千円≫
【食材料費】11,272,200円　
(1)入所系（35施設うち指定管理５施設）定員1,017人（うち指
定管理138人）×＠10,000円＝10,170,000円
(2)通所系（16施設うち指定管理５施設）定員334人（うち指定
管理125人）×＠3,300円＝1,102,200円
※総事業費のうちC欄（その他）5,097千円を県補助、一般財
源687千円
④北秋田市内で事業を行う入所・通所系事業所

R7.6 R8.3

入所系34施設、通所系15施設、複合系１
施設（入・通所含む）へ食材料費を補助す
ることにより、食材料費のコストカットに伴
う品質低下を防ぎ、安定的かつシームレ
スな介護サービスの提供及び施設運営の
維持・確保につなげる。

R7補正（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○
障害者支援施設等物価高騰
対策事業（食材料費）

米国関税措置  7,848  4,343  4,343  3,505 

①物価高騰の影響を受けている障害者支援施設等の負担
軽減を図るため、食材料費及び光熱水費等の高騰分に対し
助成する。
②補助金
③≪補助金7,848千円≫
【食材料費】7,847,200円
≪入所系17施設783人・通所系13施設780人（うち指定管理
１施設20人）≫
・①入所定員31人×＠10,000円＝310,000円
・②入所定員752人×＠6,600円＝4,963,200円
・③通所定員780人×＠3,300円＝2,574,000円
※総事業費のうちC欄（その他）3,050千円を県補助、一般財
源455千円
④北秋田市内で事業を行う障害者支援施設等（申請時点で
北秋田市内において障害福祉サービス等事業所の指定を受
けて運営を継続している施設等）

R7.6 R8.3

物価高騰の影響を受けている市内障害福
祉サービス事業所へ食材料費を助成する
ことにより、入所系17施設783人、通所系
13施設780人へこれまでと同様にそれぞ
れの障がいに合わせた健康的な食事を
提供でき、安定的な障害者支援施設の運
営につなげ、休止や廃止に追い込まれる
施設が発生しないようにする。

R7補正（地）

9 R7_予備 推奨事業 ○
保育所等物価高騰対策事業
（食材料費）

米国関税措置  4,050  3,738  3,738  312 

①物価高騰の影響を受けている私立保育所等に対し、物価
上昇分の食材料費を補助することにより、保育所等の健全
な運営と安心で安定した給食の提供を行う。
②補助金
③≪補助金4,050千円≫
・市内私立保育所等７施設入園児数450人×＠9,000円＝
4,050,000円
市内私立保育所等７施設（鷹巣中央85人、鷹巣東33人、南
鷹巣70人、七日市14人、綴子57人、あいかわ72人、しゃ
ろーむ119人）
※総事業費のうちＣ欄（その他）一般財源312千円
※積算において、教職員分は含まれていない。
④市内の私立保育所等（７施設）

R7.6 R8.3

物価高騰（食料品価格）の影響を受けて
いる私立保育所等（７施設、児童450人）
に対し、物価上昇分の食材料費を補助す
ることにより、保育所等の健全な運営と安
心で安定した給食の提供を図り、すこや
かな園児の成長につなげる。

R7補正（地）

10 R7_予備 推奨事業 ○
医療施設物価高騰対策事業
（食材料費）

米国関税措置  2,711  2,502  2,502  209 

①物価高騰の影響を受けている医療施設の負担軽減を図る
ため、食材料費の高騰分に対し助成する。
②補助金
③≪補助金2,711千円≫
・民間医療施設　稼働病床数148床×＠5,400円＝799,200
円
※民間医療施設は県補助も対象となることから１／２分補助
・指定管理施設　稼働病床数177床＠10,800円＝1,911,600
円
※総事業費のうちC欄（その他）一般財源209千円
④指定管理施設（北秋田市民病院）、市内民間医療施設２

R7.6 R8.3

今般の物価高騰により影響を受けている
有床医療施設（病床数325床）に、食材料
費高騰分に対する支援を早急に行い、入
院時に提供する食事の質の維持を図ると
ともに、医療施設の経済的負担を軽減す
る。

R7補正（地）

11 R7_予備 推奨事業 ○
北秋田市プレミアム付応援チ
ケット事業（第２弾）

米国関税措置  436,218  3,833  3,833  432,385 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰が続いていること
から、北秋田市応援チケットを発行し市民生活の経済的負担
の軽減を図るとともに、消費を刺激することで地域経済の活
性化を図る。
②委託料
③≪委託料436,218千円≫
・事務費19,488千円
・事業費（チケット換金経費　7,500円×27,782人×２セット）
＝416,730千円
※7,500円分のチケットを5,000円で販売（プレミアム分50%）
チケット販売収入：5,000円×27,782人×２セット＝277,820千
円
※総事業費のうちC欄（その他）277,820千円をチケット販売
収入、154,565千円を一般財源
④北秋田市民

R7.4 R8.3

5000円で7,500円分の買い物ができるプ
レミアム付応援チケットを、全市民（27,782
人）に2セットが行き渡る数量を販売し、物
価高騰による家計の負担を緩和するとと
もに、地域経済の活性化を図る。

R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
（単位：千円）
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

（単位：千円）
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④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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自治体での予算区分

総事業費
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12 R7_補正 推奨事業 ○ 灯油購入費助成事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  181,618  168,198  168,198  13,420 

①エネルギー・食料品価格高騰が長期化する中、豪雪地帯
である本市において厳冬期を迎え、エネルギー需要の急増
により家計負担の一層の増大が見込まれることから、灯油
購入費の負担軽減を目的として、市内全世帯に対し、早急
に現金給付による生活者支援を行う。
②報酬、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借
料、扶助費
③【事務費】9,418千円
・報酬　会計年度任用職員報酬　543千円
・旅費　会計年度任用職員費用弁償　45千円
・需用費（消耗品費）　A4用紙、トナーカートリッジ、その他事
務用品　1,226千円
・需用費（印刷製本費）　封筒、チラシ　1,271千円
・役務費（通信運搬費）＠140円×20,200件×＝2,828千円
・役務費（手数料）　2,117千円
・委託料　システム改修委託　1,100千円
・使用料　コピー使用料　264千円
・借上料　印刷機24千円
【事業費】172,200千円
・扶助費　＠14,000円×12,300世帯＝172,200千円
※総事業費のうちC欄（その他）13,420千円を県補助
④北秋田市民（令和７年１２月１日時点において北秋田市に
住民登録がある世帯の世帯主（施設入所者を除く。））

R7.12 R8.3
対象世帯（12,300世帯見込）へ支援を行
い、エネルギー・食料品等価格高騰に伴
う世帯の経済的負担軽減を図る。

R7補正（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○
障害者支援施設等物価高騰
対策事業（光熱水費等）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  18,076  9,039  9,039  9,037 

①エネルギー・食料品価格高騰の影響を受ける障害者施設
等の負担軽減を図るため、光熱水費等の高騰分に対し助成
する。
②補助金
③《補助金18,076千円》
・入所系　＠13,400円×定員783人＝10,492,200円
・通所系　＠9,300円×定員760人＝7,068,000円
・訪問・相談系　＠103,000円×5事業所＝515,000円
※総事業費のうちC欄（その他）9,037千円を県補助
④申請日時点で障害福祉サービス等の事業所の指定を受
けて運営を継続している入所系・通所系、相談・訪問系の施
設及びサービスを提供する事業所。（指定管理施設を除く）

R7.12 R8.3

入所系20施設、通所系14施設、訪問・相
談系事業所５事業所に対し光熱水費等を
助成することにより、安定的な事業所の運
営につなげ、休止や廃止に追い込まれる
事業所が発生しないようにする。

R7補正（地）

14 R7_補正 推奨事業 ○
介護保険施設等物価高騰対
策事業（光熱水費等）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  15,101  7,551  7,551  7,550 

①エネルギー・食料品価格高騰の影響を受ける介護保険施
設等の負担軽減を図るため、光熱水費等の高騰分に対し助
成する。
②補助金
③《補助金15,101千円》
・入所系定員870名×＠13,400円＝11,658千円
・通所系定員204名×＠9,300円=1,897.2千円
・訪問・相談系施設15施設×103千円=1,545千円
※総事業費のうちC欄（その他）7,550千円を県補助
④北秋田市内で事業を行う入所・通所・複合・訪問・相談系
施設

R7.12 R8.3

入所系28施設、通所系10施設、複合系1
施設、訪問・相談系15施設へ光熱水費等
の掛り増し経費を補助することにより、切
れ目のない安定的な介護サービス事業運
営につなげ、休止や廃止に追い込まれる
事業所が発生しないようにする。

R7補正（地）

15 R7_補正 推奨事業 ○
非課税世帯物価高騰対策給
付事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  50,369  47,610  47,610  2,759 

①エネルギー・食料品価格高騰が長期化する中、最も影響
を受ける低所得者世帯（住民税非課税世帯）に対し、食材料
費等の負担軽減を図ることは、最低限の生活水準の維持と
生活の安定の確保に資するとともに、消費の下支えを通じた
地域経済への波及効果も見込まれることから、速やかに現
金給付により支援を行う。
②需用費、役務費、扶助費
③【事務費】2,369千円
・需用費（消耗品費）　A4用紙、トナーカートリッジ、その他事
務用品　411千円
・需用費（印刷製本費）　封筒、チラシ　378千円
・役務費（通信運搬費）＠140円×5,500件×＝770千円
・役務費（手数料）　810千円
【事業費】48,000千円
・扶助費　＠10,000円×4,800世帯＝48,000千円
※総事業費のうちC欄（その他）2,759千円を一般財源
④令和８年３月１日時点で市内に住所を有する住民税非課
税世帯の世帯主

R8.3 R8.3
物価高騰に伴う食材料費の負担軽減を図
るため、住民税非課税世帯（4,800世帯）
へ支援する。

R7補正（地）

16 R7_補正 推奨事業 ○
畜産経営者物価高騰対策支
援事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  12,197  11,529  11,529  668 

①畜産飼料価格の高騰により経営に打撃を受けている畜産
経営者を支援するため、畜産経営者物価高騰対応支援金を
交付することにより、畜産経営者の経営の継続を支援する。
②需用費、役務費、補助金
③需用費（消耗品費）10千円、役務費（通信運搬費）13千
円、補助金12,174千円
【積算根拠】畜種による年間飼料量に高騰以前の平均価格
と高騰後の平均価格の差額分に10％を乗じたものを支援す
る。
■飼料価格の動向
（粗飼料）「R1年5月～R3年3月平均価格」と「R6年10月～R7
年9月平均価格」との差額15.901円/ｔ（※補助単価15.90円/
ｋｇ）
（配合飼料）「R1年5月～R3年3月平均価格」と「R6年10月～
R7年9月平均価格」との差額27,885円/ｔ（※補助単価27.88
円/ｋｇ）
■補助単価
・粗飼料：年間必要量×15.90円/ｋｇ×補助率（10％）
・配合飼料：年間必要量×27.88円/ｋｇ×補助率（10％）
（乳用牛）「粗飼料3,600ｋｇ×15.90円×10％」＋「配合飼料
1,200ｋｇ×27.88円×10％」≒9,060円
（肉用牛）「粗飼料2,800ｋｇ×15.90円×10％」＋「配合飼料
400ｋｇ×27.88円×10％」≒5,560円
（豚）「粗飼料100ｋｇ×15.90円×10％」＋「配合飼料700ｋｇ
×27.88円×10％」≒2,110円
（鶏）「粗飼料4.5ｋｇ×15.90円×10％」＋「配合飼料40ｋｇ×

R8.3 R8.3

畜産飼料価格の高騰による影響を受けて
いる畜産経営事業者（乳用牛８経営体、
肉用牛17経営体、養豚２経営体、養鶏17
経営体）に対し、飼料高騰分の支援を行う
ことにより、経営維持に向けた再生を促
し、畜産物の安定供給を図る。

R7補正（地）

17 R7_補正 推奨事業 ○
省力化・生産性向上投資応
援事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  40,088  37,893  37,893  2,195 

①エネルギー価格や原材料等の高騰の影響を受けている市
内中小企業および農林水産業業者を対象に、労働負担の軽
減、作業効率の向上、製品品質の安定化等により従業員の
賃上げや処遇改善に取り組む基盤を整備する事業者を支援
する。
②役務費、補助金
③・役務費（通信運搬費）88千円
・補助金40,000千円
農林水産業者　30件×＠1,000千円＝30,000千円
商工業者　10件×＠1,000千円＝10,000千円
【積算根拠】
省力化・省人化設備の導入では中規模投資が比較的多く対
象経費総額の平均が2,600千円であったことから上限額を
100万円とすることで事業者負担を抑えつつ、効果の大きい
設備導入を現実的に支援でき、賃上げ原資の創出につなが
る。
※総事業費のうちC欄（その他）2,195千円を一般財源
④市内農林水産事業者、商工業事業者

R8.3 R8.3
市内中小企業及び農林業事業者を対象
に省力化及び省人化設備を導入した経費
に対し支援（40件見込み）を行い、売り上
げ拡大と生産性向上を図る。

R7補正（地）

18 R7_補正 推奨事業 ○ 物流事業者支援事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  1,584  1,497  1,497  87 

①物価高騰（エネルギー価格）の高止まりにより厳しい経営
状態が続く市内貨物運送事業者に対し、運送料金への価格
転嫁などの必要な対策を進めるにあたり、掛かり増し燃料費
の一部を支援する。
②役務費、補助金
③・役務費（通信運搬費）６千円
・補助金1,578千円
台数に応じて交付（想定台数：普通貨物174台  軽貨物６台）
【補助単価】
・普通貨物自動車　＠９千円×174台＝1,566千円
・軽貨物自動車　　＠２千円×６台＝12千円
※総事業費のうちC欄（その他）87千円を一般財源
④貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第
１項に規定する一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車
運送事業及び貨物軽自動車運送事業を経営し、北秋田市内
に本社、支社、本店、支店又は営業所を有する事業者で、か
つ、使用の本拠の位置が北秋田市となっている事業者。

R8.3 R8.3

物価高騰（エネルギー価格）の高止まりや
ドライバー不足により厳しい経営状態が続
く市内貨物運送事業者が保有する車両
（想定台数：普通貨物174台  軽貨物６台）
に対し、支援することで持続可能な事業
運営を図る。

R7補正（地）
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

（単位：千円）
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年
度
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方
単
独
事
業

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明
記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を

設定）
自治体での予算区分

総事業費

Ｂ Ｃ
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19 R7_補正 推奨事業 ○
北秋田市宿泊集客支援事業
（R7国補正）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対応  36,108  34,131  34,131  1,977 

①宿泊者へ地域クーポン券を配布することにより、市内宿泊
需要の喚起とクーポン利用による地域経済の活性化に繋
げ、市内の宿泊事業者等の物価高騰に対する影響を緩和す
る。
②委託料
③≪委託料36,108千円≫
・クーポン券換金費用　1,000×30,000枚＝30,000千円
・事務費　5,551,870円×1.10＝6,107,057円
※総事業費のうちC欄（その他）1,977千円を一般財源
④市内で事業を行う宿泊施設事業者

R8.3 R8.3

市内宿泊者数10,000人を目標とし、物価
高騰の影響を受けている宿泊事業者が、
コストに見合う価格改定に取り組みやすく
する他、クーポン利用による地域経済の
活性化を図る。

R7補正（地）
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